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1・序　先に原子力PAを取力巻きそれに影響を及ぼす技術的，社会的，経済的および心理的な

諸要素を構造化し・要素相互間に働く力の相互作用定数などを経年統計値をもとに決定した。（1）こ

の結果を用いて，原子力PAがさせざまの変数に依存していかに変動するれ　よカ良好なPAを得

るためには可変パラメータ値をいかに変動させるべきか等を検討する。

2・方法　当モデルにおける変数軋その大きさが他の変数の関数として与えられる内生変数と，

内生変数に影響を及ぼし得るがその大きさは内生変数の関数とはならない外生変数とに分類できる。

当モデルではt＞to（現在）における外生変数値を与えれば，将来における全ての内生変数値を予

測することができる0ここでは輸入エネルギー総量等の10外生変数を導入する。これらの将来値

は既に大まかな予測値の公開されているものや，単純な列拝が可能であるものもある。しかし，大

衆が知覚し得る原子力事故数の将来値については・1974～1989年の事故報道量分布をガンマ

分布関数にフイッテングさせ・それをもとにモンテカルロ法によカー＞toの値を算出した。また，

海外において公的に取られた反原子力措置件数については，同様に海外事故報道量分布関数を過去

の報道量rから導出した結果，公的な反原子力措置はr＞r。，ltなる場合に限って取られた事がわか

った0発生事故を入力情報とみれば・公的反原子力措置は情報拡散過程としてとらえることができ

る0従って，乱数選択によカー＝t′においてr＞r。．itとなれば，その時刻以降において取られる

公的反原子力措置はt＝t′でのパルス入力に対する拡散過程クリーン関数で与えられるとした。さ

らに，これらの外生変数以外にPAに影響を及ぼし得るニュースメディアに係る6変数，建設プラ

ント当りの地域への補償費・政府の核燃料サイクル関係広報対策費用等の内生変数は，t＞t。でモ

デルの範囲を超えて（意図的に）変動し得る可能性があるため・モデル値のフ7ククf（≧1）倍

で変動する場合のPAに及ぼす影響も調べた。

3・計算例　世論調査において原子力に反対する人の百分率の時間変動を例として図1に示す。

ここで，1：モデル榛準値，2：f（大衆が知覚し得る原子力事故数）＝2，3：f（1991－

1995年での政府の原子力広報対策費用）＝5・4：f（メディアの原子力事故報道量）＝0．5

nf（原子力事故数）＝0・5nf（広報対策費）＝20，5：実測値。これから，いかなる変数を

いかなる時点でいかに変動させれば・どの程度PAが改善されるかを定量的に把握するととができる。

この胤構造要素の相対的ポテンシャルや特定要素が他の要素に及ぼすカの変動様相などについて

も報告する。

1）大西：「原子力に対するパブリックアクセプタンスのモデル化（Ⅰ）」1990年原子力学会年会F4
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図1反原子力世論分率の経時変化

J
J
O
d
 
N
g
≡
d
O

U
コ
∞
コ
d
 
N
一
三
〇
一
↑
U
産
山

等
山
」
U
コ
写
∈
毒


